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アメリカ連結納税制度における
欠損金とSRLYの検討
大倉雄次郎
はじめに
商法の改正を受けて最近H本では会社分割や子会社化等により，金融会
社だけでなく事業会社についても持株会社の導入が増加している。その場
合に今まで事業セグメント毎の営業利益を見てみると各セグメントの投資
の増減等により黒字になったり．赤字になったり変動が激しいのが常であ
る。そこで連結納税制度の導入によりグループ内での赤字の子会社を黒字
の子会社で所得通算できれば今までの事業部門と同じ税務上の効果が得ら
れることになる。
ところが日本の連結納税制度の問題点の一つに欠損金の繰越控除がア
メリカに比較して不利ではないかと指摘されている。
また日本では連結納税グループに加入時に子法人の固定資産，土地等に
ついて時価評価するのに対し．アメリカではビルトインデダクションを行
うことになる。
そこで本稿ではアメリカのIRS(Internal Revenue Code内国歳入法）．
レギュレーション (FederalIncome Tax Regulation)における欠損金の
取り扱いについての検討を通じて，欠損金の繰越控除と時価評価の日本の
法人税法と会計面への在り方を論じることにする。
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I アメリカの所得区分
1 . 所得区分
我が国では個人の所得税法では所得金額の計算においては事業所得，不
動産所得，利子所得，配当所得，給与所得，譲渡所得，一時所得，雑所得，
山林所得，退職所得の10分類を行い，その上で一般所得の場合の税額の計
算変動所得又は臨時所得がある場合の税額の計算個人の土地建物に係
る譲渡所得等の分離課税の特例があるのに対し，法人税法では所得分類は
考慮されていない）
他方アメリカでは連結申告書を見る時には個別所得における将通所得
(ordinary income) と譲渡所得 (capitalincome)の区分が使用される。
「普通所得は資本的資産また不動産のいずれでもない資産の売却又は交換
からの利益をいい，普通損失 (Ordinaryloss)は資本的資産でない資産
の売却又は交換からの損失」］）をいう。
これに対し，譲渡所得は資本的資廂の譲渡又は交換によるものである。
そこで「資本的資産は納税者によって保有されているが，次のものを含ま
ない。(1)もし課税年度の未に手許に棚卸資産納税者の事業の通常の過程で，
主として顧客への販売のために納税者によって保有されているならば，納
税者の棚卸資産に組み込まれているある種の資産と納税者の取引の在庫，
(2)取引又は事業に使用される不動産， (3)著作権，文学，音楽，又は芸術の
構成， (4)資産の売却又は提供した用益の為に通常の営業過程から獲得した
売上債権勘定， (5)アメリカ政府の刊行物， (6)廂品デリバティブによる商品
派生金融商品」 2)
その上に事業用資産 (propertyused in the trade or business)の「課
1) Internal Revenue Code (以下IRCと略す） Sec 64, Sec 65, 
2) IRC Sec. 1221(a) 
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税年度事業用資産の売却又は交換の認識された利益が課税年度の事業用資
産の売却又は交換又は転換から認識された損失を超えるならば，そのよう
な利益と損失は長期のキャピタルゲインとして事業用資産純利益が譲渡所
得」 3)となる。
反対に「事業用資産の課税年度の売却又は交換の認識された利益が事業
用資産の課税年度の売却又は交換又は転換から認識された損失を超えない
ならば，そのような利益と損失は資本的資産の売却又は交換からの利益と
損失として処理しない」 4)ので，事業用資産純損失が普通所得になる。
事業用資産の利益や損失とは，「取引又は事業に使用された資産と1年以
上保有された資本的資産が取引又は事業又は利益に入る取引に関連して所
有されている資産の(i)取引又は事業に使用された資産の売却又は交換で認
識された利益(i)他の資産又は貨幣に強制的な又は非自発的な転換から認識
された利益（全体的又は部分的に破棄，窃盗又は強奪品，収容又は脅迫又
はそれから差し迫った条の実行の結果として）」5)である。
この事業用資産とは，「(1)取引又は事業に使用されている資産は 1年超
保有している減価償却に従っている性質の取引又は事業に使用されている
資産と 1年超保有している不動産を意味する。それは(A)課税年度の末に手
元にあれば，納税者の棚卸在庫に適正に含まれることが出来る種類の資産
ではない(B)取引又は事業の通常の過程において顧客に売却のために通常納
税者によって主として保有されている資産でない(C)著作権，文芸，音楽，
芸術製作，手紙，メモ或いは同様の資産がSec122l(a)のパラグラフ(3)に記
述されているものを納税者によって保有されている資産でない(D)アメリカ
合衆国政府の発行物ではない。 (2)材木，石炭，国内の鉄鉱石， (3)家畜， (4)
収穫期でない農作物」 6)である。そこで，「事業用資産の純所得がプラス
3) IRC Sec. 1231(a) 
4) IRC Sec.1231(a) 
5) IRC Sec. 1231(a) 
6) IRC Sec. 123l(bXl) 
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のときには譲渡所得になり，純損失では普通所得になる」 7Iとして分けて
ししる。
2. 資本的利益と資本的損失
譲渡所得とは資本的利益と資本的損失から牛じる。
「杵期に実現した資本的資産の売却又は交換からの損失は同様の売却又
は交換からの利益とのよってのみ許される」 8) と同時に「事業用資産純利
益が譲渡所得となるので，この合計から差引かれる」 9)。このようにその
純譲渡利益が純損失を超えないプラスの範囲で普通所得として処理され
る。そして「総所得は報酬，手数料，付加給付 (fringebenefit) を含む
用役のための報酬，事業から生じる総所得，不動産取引から生じるものな
ど全ての所得を含む。」］（））ので， この普通所得が総所得の構成要索になる。
次に資本的損失は原則として 3年間の繰越と 5年間の繰戻になってい
る。
「(i)もし会社が課税年度に純資本的損失を持つならば．それについての
金額は(A)繰越キャピタル損失は損失年度前 3年間であるが． しかし(i)同様
の損失が外国の収用資本的損失に貞献できないと(i)同様の損失の繰戻がそ
れが繰戻される課税年度において純幣業損失を増加しないし又は生み出さ
ない範囲のみである。 (BXC)節で提供されているものを除いて．資本的損失
は欠損年度に続く 5課税年度の各々において繰戻される。そして(C)繰戻資
本的損失は(i)規制対象投資会社の場合において損失年度に続く 8課税年度
の各々において(i)同様の損失が損失年度に続く 10課税年度の各々において
外国の収用キャピタル損失に貢献できる限度までである。そして各同様の
課税年度において短期資本的損失として処理される。」11)
7) IRC Sec. 1231(c) 
8) IRC Sec. 1211(a) 
9) IRC Sec. 1231(a) 
10) IRC Sec. 61 
11) IRC Sec. 1212(aXl) 
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このように所得分類がされるのは、法人が或る年度において、譲渡所得
（純額キャピタルゲン）を有していて、且つ譲渡所得を含むその課税年度
の所得に対する基本税率が35%を超える場合では(a)(課税所得ー譲渡所得）
に基本税率を乗じた金額(b)純額キャピタルゲイン x35%になるからであ
る。
I 連結申告の連結純営業損失の取扱い
上記の所得区分を受けて，連結基準での個別基準による個別課税所得を
計算するに当たっては純営業損失控除，資本的損失，事業用資産の利益と
損失，慈善寄付金控除を除くので，単一企業体概念での「連結申告年度の
連結課税所得 (Consolidatedtaxable income)は(1)グループの各メンバー
の個別課税所得から(2)連結純営業損失控除(3)連結資本的利益の純所得(4)連
結事業用資産純損失(5)連結慈善寄付金控除(6)外国販売会社 (foreignsales 
corporation)税金控除(7)連結受取配当金控除を差引いて計算される。」12)
このように第一に連結課税所得から連結純営業損失控除は差引かれる
（これを欠損金の控除という）。
第二に関連グループになる前の純営業損失控除，キャピタルゲイン・
ロス（未実現の資産の評価損）やビルト・インロス（デダクション）は連
結課税所得計算で大切な概念になる。
第三に，個別企業体概念との関連でメンバーが関連グループ又は連結グ
ループを離脱又は脱退するならば．メンバーは連結純営業損失の繰越，連
結純キャピタル損失繰越．利用されていない外国税額控除．慈善寄付金の
連結超過分の割当を受ける。
「連結純営業損失控除 (consolidatednet operating loss deduction)は
課税年度の連結純営業損失の繰越と繰戻の合計金額に等しい。」13) として
12) Federal Income Tax Regulation (以下Regulationと略す） Sec. 1.1502-ll(a) 
13) Regulation Sec. 1.1502-21 (a) 
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いる。
「課税年度の純営業損失は同様の損失の課税年度前 2課税年度の各々
で純営業損失の繰戻になり，その損失の次の課税年度20年で純営業損失の
繰越になる。」14)
これに対し [3本では連結欠損金の繰越控除は 5年で繰戻は認めていな
い。この繰越控除年限がアメリカに比べて日本は短いところから，税効果
会計の繰延税金資産の計算に影曹する。
m メンバーの変動におけるf会社繰越欠損金の取扱い
1. SRLY規則の動き
この中核的な分野での規定 (regulation)の発展は， 90年代の10年間に
事実l・.強化され 3つある。はじめに1991年に提案規則 (proposed
regulation), 次に1996年 6月に最近の規則 (temporaryregulation)が発
行されて， 1999年6月に最終の規則 (finalregulation)が採用され1999年
6月納付期限 (duedate)後に有効である。
第一に， 1966年規則 (1966regulation)の表現において， SRLY制限を
強調する理論は個別申告年度で生じた純祢業損失の繰越しと繰戻しは，
連結課税所得がその欠損 Ooss) を生じたメンバーの所得と控除の項目の
連結課税所得に包含のゆえに増加される範囲までのみ許されるべきである
という。
第二に， 1996年に発行された最近の規則は， SRLY規則の焦点を実質的
に広げた。
「1996年のSRLY規則の二つの主たる H的は個別メンバーよりもむし
ろ副次グループの甚準でSRLY損失の使用に制限を課することと，連結課
税所得への貢献に年々よりもむしろ欠損メンバーの累積に関連してSRLY
14) IRC 172 (aXl) 
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制限を計算することであった。」15)
この最近の規則は又382条のもとでの純営業損失制限をもったSRLY制
限と個別申告年度に属するビルトインロスに適用できるSRLY制限に関連
してより包括的な規則を含んでいた。最近の規則におけるこれらの 2つの
革新は1999年6月に採用された最終の規則で確立された。 1999年 6月25日
の最終規則の発行は， 1996年 6月の最近の規則が7805(e)(2)条の関連規定
(sunset provision)のもとで満了するT度前に発行した。
第三に，個別申告年度 (Separatereturn year) とSRLY (Separate 
return limitation year)の概念は， もし会社が他のグループに結合し， ま
たは離脱するならば，連結純営業損失 (Consolidatednet operating loss), 
連結純資本的損失 (Consolidatednet capital loss) または連結超過慈善寄
付金控除 (consolidatedexcess charitable contribution deduction) の割
当に対して提供する。そして連結課税所得に対してそのような損失又は控
除の使用にある制限を課する。
第四に，最終の1999年と最近の1996年の規則は， 1966年の規則によって
提供された方法からいくらか異なってメンバーのSRLYの制限を決定す
る。
1966年の規則のもとで，メンバーの制限はメンバーの貢献を持ったり，
そして持たないで連結課税所得での違いを計算することによって間接的に
決定される。この形式はSRLY制限を控えめに言った，そこでは例えば連
結課税所得での欠損メンバーの貢献は他のメンバーの資本的損失によって
相殺された資本的利益から成っている。キャピタルゲインを持つと，キャ
ピタルロスがそれを相殺する。キャピタルゲインを持たないと，キャピタ
ルロスが非控除になる。 1996年の規定での形式は損失メンバーの所得，利
得，控除，又は損失を計算することによって， SRLY制限を値接に決定する。
15) George L. White, Esq Computation of Consolidated Tax Liability U.S. Income 
Series Corporate Returns and Computation of Tax Portfolio 756—ゲ門 p.92
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2. 再編成とSRLYの原則
アメリカでは或る会社による他の会社の資産を取得した場合には．次の
再編成(a)(c) (d) (f) (g)に記述されている関連している譲渡会社の純営業損
失の繰越項目のみが引き継がれる。その再編成とは「(a)法的合併
(statutory)連結 (consolidation) (b)買収後他社の支配権を持つために
自社の議決権株式と他会社の株式交換による買収 (c)他の会社の資産と自
社の議決権株式との交換による買収 (d)もし移転後譲渡会社が資産の移転
される会社の支配ドにあるならば他社へ自社の資産の一部又は全てをそ
の株tと交換に行われる移転 (e)組織再編成ドの株式と社債の交換被支
配会社の株式と社債の配分 (f)会社の名称．形態，又は所在地の単なる変
更 (g)破産法人の有する資産の他法人への移転」Hi)である。
上品のようにメンバーの変動の一つに連結も挙げられるので，連結納税
グループ加人前のf会社の繰越欠損金の処理が間題になる。
第一に，連結納税の加入時において欠損会社 Closscorporation) を取
得して，黒字の連結会社との損益通算により連結課税所得を減少すること
が考えられる。
「課税年度の連結純営業損失の繰越と繰戻は， Seel72(b)の原則のドで
課税年度に繰越又は繰戻される個別申告のグループのメンバーによって蒙
った純営業損失に， グループの連結純営業損失をプラスしたものから成っ
ている。しかしこの様な連結繰越と繰戻はSecl.1502-79の(a)に従った個別
申告の会社に割り当てられた連結純営業損失に含まない。」17) としている。
第二に，「連結課税所得と相殺するのを使用できるSRLY損失の総額は
(i)繰越しと繰戻しの年度のグループの連結課税所得と(i)欠損メンバーの所
得と控除を除外することによって再計算される同様の年度のグループの連
結課税所得との間の差額である。同様の制限は連結純資本的損失の繰越し
と繰戻しに適用された。加えて，連結年度に認識されたときの連結課税所
16) IRC Sec. 368(a) 
17) Regulation Sec. 1.1502-21(bX 1) 
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得を相殺するために個別申告年度に発生したビルトイン・デダクションの
使用に適用された。」18)
第三に，「連結納税グループ加入前の繰越欠損金は，その子会社の各年
度の個別課税所得金額を限度にして控除できるがこの場合382制限を受け
ることになる」19)。382制限については後述するが，このように連結納税グ
ループ加入前の繰越欠損金を引き継ぐことは，単体所得と連結所得の継続
性を認めることになる。
第四に個別申告書制限年度からの純営業損失の繰越と繰戻の制限
(Limitation on net operating loss carryovers and carrybacks from 
separate return limitation years) zo)については連結課税年度での個別申
告制限年度への繰越と繰戻についての制限がある。
そこで個別申告の会社に割り当てられた連結純営業損失とは個別申告年
度における連結純営業損失の繰越と繰戻をいう。「もし連結純営業損失が
そのような損失が生じた年にメンバーであった会社の個別申告年度で，そ
の時そのような会社に帰属できる連結純営業損失の部分はそのような会社
に割当られ，そして個別申告年度での純営業損失の繰越と繰戻になる。従
ってそのような部分は同じ連結申告年度での連結純営業損失の繰越又は繰
戻に含まれない。このように例えばもしメンバーが連結純営業損失が蒙っ
た連結申告年度前3年間個別申告に位置していたならば，そしてもし同様
の損失の部分が同じ個別申告年度のメンバーに割り当てられるならば，同
様の部分は連結申告年度前の 3年間グループによって繰戻すことが出来な
い」21)
18) George L. White , Esq ,op. cit., p .92 
19) Regulation Sec. 1 .1502-2l(b) IRC(i) 
20) Regulation Sec. 1.1502-21 (cXI) 
21) Regulation Sec. 1.1502-79 Separate return years(aXIX i) 
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3. 個別申告年度の382制限との関連
株tの交代により、欠損会社の株主が50%超変更して連結納税グループ
に加入した場合の382制限 (Limitationon net operating loss carryforwars 
and certain built-in losses following ownership change)について見てみ
よう。
第一に. 382制限とは「欠損会社について(a)変更前の損失によって相殺
されている変更後の新しい損失の会社の課税所得の金額はこの年度の382
制限を超えない。」22)
変更前の欠損とは旧欠損会社 (oldloss corporation)で持分の変更が牛
じてる課税年度に繰越されるものをいう。
第ごに「変化後の382制限は次の金額に等しい。 IH欠損会社の価値 X(B) 
長期免税率 (taxexempt -rate)」2:nである。ここでいう lり欠損会社の価
値とは持分の変更前の株式の公正価値（時価）をいう。
節三に「もし，変化後の年度の382制限が変更前によって相殺された年
度における新欠損会社(newloss corporation)の課税所得を超えるならば
次の変更後の年度に対する382制限はそのような超過金額によって増加す
る。」24) として使用されていない382制限の繰越が認められる。
第四に，以t.述べた382条の制限があった場合には，そこで既に個別申
告年度における所有権の変化による制限が連結納税のSRLYの制限とが同
時に適用されることになる。
4. SRLYの地位の例外
第一に，共通の親会社の個別申告年度がある。
一般的に欠損が繰り越される連結年度の共通の親会社の個別課税年度は
22) IRC Sec. 38 2 (a) 
23) IRC Sec. 38 2 (bXl) 
24) IRC Sec. 38 2 (bX2) 
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SRLYとして処理されない。この例外は時々一人の親会社規則 (lonely
parent rule) として言及されている。共通の親会社の個別申告年度
(Separate Return Year of Common Parent) に属する損失は連結年度の
グループの連結課税所得を相殺するのに使用できる。実際に共通の親会社
は，関連子会社が存在しない年度に連結グループとして処理される。
ところが，「もし共通の親会社がRegs.1.1502-75(d)(3)の意味の中での逆
取得での取得会社であったならばその例外は適用しないので，親会社の個
別申告年度の損失は連結課税所得で相殺できない。これらの損失制限規則
に加えて，逆取得 (reverseacquisition)が討議される。これらの規則は，
連結申告内容における形式を超えた実質の適用であり，そして欠損につい
ての連結申告規定の制限を避けるために取得の形式を操作すること即ち逆
取得から納税者が多くの租税回避をすることを妨害することを部分的に意
図する。」25)
「例： 1997年6月30日会社Pは逆取得で会社Tを合併する。合併前にP
とTは連結申告を提出するのに会社の関連グループの各々の共通の親会社
であった。 Tは取得の前に損失を蒙った。 Tが結果として連結グループの
共通の親会社であるとしても，逆取得規則のもとでTグループは終了した
ものとして処理され，そしてPグループが生き残っているとして処理され
るので， Tの損失はSRLYに負担されると考慮される。したがってもしP
グループのメンバーが損失を持っていたならば，その損失はSRLY規則に
従わない。」26)
逆取得 (reverseacquisition)規則は，連結申告内容における形式を超
えた実質の適用であり，そして損失についての連結申告規定の制限を避け
るために取得の形式を操作することから納税者を妨害することを部分的に
意図されていた。
25) George L. White , Esq ,op. cit., p.90 
26) George L. White, Esq ,op. cit., p.94 
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第二に，先任法人が個別申告年度の全てのHにおいて関連グループのメ
ンバーであった場合の先任法人の個別巾告年度はSRLYの制約が課されな
い。「先任法人 (Predecessors)は381(a)条が適用する取引のメンバーヘの
資産の移転者または分配者である。 Regs.1.1502-l(f)(4) (i)のもとで，この
用語は移転者または流通者の手元にある資産の価額に関連して．資産の価
額がこれらの価値をこえる金額が合計的に軍要であるならば．全体または
部分的に資産の引継いだ後継法人 (successors)の価額が決定される取引
に適用する。その代替的な規定は1997年6月1日以降に生じる取得にのみ
適用する。その概念は関連したビルトインロスをもった資産の移転に関連
する。」27)
このように先任法人 (Predecessors) は381(a)条が適用する取引として
は法人の完全清算による資産の取得や合併等の株式の交換による資産の取
得をいう。又1997年 1月 lH以降に行われる取引で，後継法人の取得する
資産の某礎価額が資産の譲渡者又は分配者の譲渡した資産の基礎価額を参
考にして決定される場合にはSRLYの地位の例外となる。
5. SRLY損失の使用の制限例
最近の規則のもとで. SRLY損失は．欠損メンバーが．グループのメン
バーであった全ての連結申告年度で連結課税所得へのメンバーの累積的純
貢献の範囲で連結課税所得に貢献しない連結申告年度において吸収され
る。結果的に貢献がグループの他の連結申告年度に蒙った累積的純営業損
失を超えない限り，メンバーのSRLY損失は，メンバーが連結課税所得に
おいて貢献する連結申告年度において吸収されない。
次の例はSRLY事項を含むが382(g)の意味の範囲内のTの所有変化を含
まない。これはオーバーラップ規則を含むことを避けるために意図的な例
である。
27) George L. White , Esq ,op. cit., p.94 
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「(1)繰越純営業損失
例(a)1年目に個人BはPをつくり， Pは繰越純営業損失NOL40ドルを
持っている。 Pは2年目に所得がない。 Bは又繰越純営業損失50ドルを保
有しているTの100%を所有している。 PはTの全株式を個人Aから 3年
目に取得した。しかしTはその年の各々の日にPグループのメンバーでは
ない。 PとTは個別申告を提出し，それぞれ120ドルと60ドルの純営業損
失を蒙っている。 Pグループは 4年の初めに連結申告を提出する。 4年中
Pグループは連結課税所得160ドルを持つ。
(b)そのような連結課税所得はもしTの項目のみ考慮することによって決
定されるならば， 70ドルになるであろう。これらの結果は次のように要約
される。
個別申告 個別申告 関連会社時 連結申告時
1年H 2年目 3年目 4年H
P会社 $-40 ゜ $-120 $90 T会社 ゜ $-50 $-60 $70 連結課税所得 $160 
SRLYの地位の例外としての親会社規則 (lonelyparent rule)によればP
の1年目， 2年目， 3年目はPグループの観点から見てSRLYではない。
Pの1年目の純営業損失$40と3年目の純営業損失$120はSRLY制限に従
わない。純営業損失の控除の基準によれば， 1年目に生じる損失は 4年目
にPグループによって吸収されるはじめての損失である。この損失の吸収
は他の繰越損失による相殺の為に利用できる連結課税所得の$120を放って
おく。
(c)Tの2年Hと3年HはPグループの観点から見てSRLYである。 Tの
2年目の純営業損失$50と3年目のNOL$60はSRLY制限に従う。
1年目のSRLY制限は$70で， 2年目からのTの$50の損失は 4年目のP
グループのCNOL控除の中に含まれなければならない。この損失の吸収は
他の繰越損失によって相殺されるために利用できる連結課税所得の$70か
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らの使用をする。そしてSRLY制限は$20に減じられる。（はじめのSRLY
制限の$70は連結課税所得に含まれている純営業損失$50によって減じられ
る）
(d)PとTそれぞれは同じHに終了する (3年目）課税所得から 4年H
に繰り越す。
3年目から繰り越された損失は全部で$180である。 l.1502-2l(b)のもと
で， 3年Hから繰り越された損失はたとえあるものがSRLYで牛じそして
他のものが生じなかったとしても．比例基準 (pro-ratabasis)で吸収さ
れる。しかしながら 3年Hに生じるのは， Tの純営業損失$60はSRLY制
限に従うので， 3年Hの損失の吸収は次のとおりである。
Pの3年Hに吸収された金額=120/(120+20) X 70=$60 
Tの3年Hに吸収された金額=20/ (120+20) X 70=$10 
(e)この$10の損失はTのSRLY制限を$10に減ずる。初めのSRLY制限の
$70は， 4年tfの純営業損失にすでに含まれている$60の純党業損失によっ
て減じた。
(f)純営業損失の Pの残りの$60は5年f]に繰り越される。もしTが5年
Hに所得，利得，控除または損失の項Hをこれ以上持たないならば純背
業損失のTの残りの$50もまた 5年Hに繰り越され，その年の$10のSRLY
制限に従う。結果としてこれ以上の項目の不存在により Tの$50の純営業
損失の繰越の$10までその年のPグループの連結課税所得を相殺する。注：
この例の事実の類型は重複規定 (OverlapRule) を暗示していない。何故
ならばそれは繰戻への適用を持たない。
(2)純営業損失繰戻
例： (a) PはSとTの全株式を所有する。 Pグループのメンバーは 1年
且 2年目そして 3年目のPグループの連結課税所得を次のように貢献す
る。
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P会社
S会社
T会社
1年目
$100 
20 
30 
2年目
$60 
20 
10 
3年目
$80 
30 
-50 
合計
$240 
70 
-10 
C T I 150 90 60 300 
Pは4年目の初めにBにTの全株式を売る。 4年目の個別申告において
Tは$30のNOLを持つ。
(b)Tの4年目はPグループの観点から見てSRLYである。 1. 1502-21 
(c)のもとでは， 4年HからのPグループヘのTの$30純営業損失繰戻は 1
年目， 2年目，または 3年目の純営業損失控除に含まれることに許されな
い。何故ならばもし($30純営業損失に関連しないで） 4年を通じて全て
の連結申告年度にTの項目のみを考慮することによって決定されるなら
ば Pグループの連結課税所得は積極的な（正の）金額ではない。しかし
$ 30損失はTの5年目と続く課税年度に繰り越される。」28)
このように，「SRLY規則は，連結課税所得へのメンバーの貢献に基づ
いたメンバーのSRLY損失の使用を制限することの基準を保有する。しか
し連結課税所得へのメンバーの貢献は年々基準で， しかし会社がグループ
のメンバーである間の全期間に累積的に測定されない。この様に個別申告
制限年度から繰越し又は繰戻しを考慮する各課税年度にSRLY制限が適用
される間，メンバーが連結申告に含まれている全ての年度の期間の連結課
税所得又は損失への損失メンバーの累積的貢献に基づいている。グループ
の連結純営業損失 (CNOL)控除に含まれる個別申告年度に生じるメンバ
ーの純営業損失の繰越と繰戻しの合計は，所得，利得，控除，損失を考慮
によってのみ計算される全ての連結課税所得年度の間の連結課税所得合計
を超えない。」29)
28) George L. White, Esq ,op. cit., p.pl00-101 
29) George L. White, Esq ,op. cit., p.97 
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即ちSRLY(個別申告制限年度）から生じるメンバーの損失の繰越し又
は繰戻しの合計額のうち，連結ベースでの損金として控除される欠損金の
金額は当該メンバーの所得，利益．控除による連結巾岩書提出年度の課税
所得（連結ベースの欠損金控除前の金額）の合計額を超えることはできな
しヽ。
6. SR LY制限の会計的検討
このSRLYについて会計的に検討する。
第一にSRLY規則は連結納税グループ加人前に発牛した子会社の欠損金
を連結納税グループに無制限に持ち込むことによって牛じる租税同避を防
止することと実際に発ー牛した欠損金の同収を図ることの両立によって連結
納税制度の採用が企業にとってイ＜利にはならないという政策的配慮があ
る。
第――こに，連結納税を支える概念のうち経済的単一体概念はグループとし
ての連結納税グループ形成の支え，連結納税グループJu人前の十会社には
経済的個別概念を導人することで調和を図っている
第三に， H本のようにSRLY規則の無い場合には繰延税金資産の回収nJ
能性が低くなるのに対し， SRLY規則を適用すると個別財務諸表と連結財
務諸表の両方での繰延税金資産の計上と解消になる。
．第四にこの単一体アプローチは 2つの原理に基づいている。
「第一に，連結申告を提出する会社ば恰もそれらが単一の会社の部門であ
るかの如く各々の他の損失を利用することが出来るべきである。
第二に，税法は所有の変化に関して中立であるべきである。それゆえに
グループのメンバー間で生じる損失は同様の状況で単一体に課せられる制
限のみに従って，所有の変化に伴うこれらのメンバーの間で使用できる。」30)
30) George L. White , Esq ,op. cit., p.108 
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W 連結純資本的利益所得・損失
1. 連結純資本的利益所得・欠損 (Consolidatedcapital gain net 
income or loss) 
連結純資本的利益所得・欠損は，既に述べたようにグループの資本的資
産の売却による利益・損失に事業用資産の特例取引の純利益に連結純資本
的損失の繰越額である。
課税年度の連結純資本的損失の繰越と繰戻はグループの連結純資本的損
失に，課税年度に繰越すことが出来る同様のメンバーの個別申告年度に生
じるグループのメンバーの純資本的損失をプラスして成っている。「もし
会社が課税年度に純資本的損失を持つならば，それについての金額は(A)
繰戻資本的損失は損失年度前 3年間であるが， しかし(i)同様の損失が外国
の収用キャピタル損失に貢献できないと(i) 同様の損失の繰戻がそれが繰
戻される課税年度において純営業損失を増加しないし又は生み出さない範
囲のみである。 (B)(C)で提供されているものを除いて，資本的損失は損失
年度に続く 5課税年度の各々において繰越される。 (C)繰越資本的損失損失
は(i)規制対象投資会社の場合において損失年度に続く 8課税年度の各々に
おいて(i)同様の損失が損失年度に続く 10課税年度の各々において外国の収
用キャピタル損失に貢献できる範囲までである。そして各同様の課税年度
において短期資本的損失損失として処理される。」31)
2. ビルトイン・デダクション
ビルトイン・デダクションは親会社が子会社を取得する前の個別申告制
限年度においてすでに子会社の保有する資本的資産に含み損が生じている
状態にあり，それが売却や評価損によって実現したときにそれを連結課税
31) IRC Sec. 1212(a) 
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所得から控除することが出来ない3
箱ーに，含み損の制限 (Limitationson built-in deductions)には次の
連結純営業損失控除と資本的利益純所得 2種類がある。それは連結課税所
得から控除することが出来ないが同ーメンバーの個別課税所得からは控
除出来る。
「課税年度のビルトイン・デダクションは連結純営業損失控除Sec.
1.1502-21(c) Consolidated operating loss deduction (同じ年度の純営業損
失の控除と繰越に関連しないで計算された）と連結資本的利益純所得Sec.
1.1502-22(c) Consolidated capital gain net income or loss (同じ年度の資
本的損失の控除と繰越に関連しないで計算された）の制限に従う。もしM
様の制限を適川することの結果としてビルトインデダクションがln1じ連結
りi告年度に割り‘りてられることがlH来ないならば，そのような控除は圃じ
年度に蒙った純党業損失又は純賓本的損失として取り扱う。そしてこれら
の（連結又は個別）課税年度にそのような損失がSec.1.1502-21(c)又は
Sec. 1.1502-22(c)に含まれる制限に従った損失として処理されることを除
いて連結純常業損失又は連結純資本的損失がSec.1.1502-21. Sec. 1.1502-
22そしてSec.1.1502-79のもとで繰越される損失のもとで繰越される。こ
の様な例として， もしメンバーXが連結申告年度で資本的資産を $1,000
の損失で売却しそのような損失がビルトインデダクションとして扱われる
ならばこの時そのような損失はRegulationSec. 1.1502-22 (c) 
(Consolidated capital gain net income or loss) に含まれる制限に従う。
このとき原則としてX自身の資本的利益純所得に対してのみ相殺されるそ
のような損失を許す。もしXが資本的利益純所得を持たないならばその
ような $1,000の損失は純資本的損失として扱われ連結申告年度でSec.
1.1502-22 (C)に含まれた制限に従って， Sec.1.1502-22のもとで5年間繰越
される。」32)
32) Regulation Sec. 1.1502-15 (a X 1)
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第二に，個別申告制限年度に取得している資産の含み損である。
「連結申告年度でのビルトインデダクションは，同じ年度に認識されて
いる，又は個別申告年度で認識されているそして同様の年度に純営業損失
又は純資本的損失の形で繰越されている会社の控除又は損失であるがしか
し個別申告制限年度に経済的に取得していることを意味する」33)。ここで
いう個別申告制限年度 (Separatereturn limitation year) とは「個別申
告制限年度はメンバーの個別申告年度又は同一メンバーの先任者を意味す
る。先任者はSec38I(a)が適用する取引のメンバーの資産の移転者又は配
給者である。」34)
第三に，ビルトイン・デダクションについて個別申告年度からの繰越と
繰戻についてみてみよう。「そのようなメンバーの個別申告年度に生じる
グループのメンバーの純資本的損失のケースにおいて(i)が(i)を超えること
である。 (i)課税年度（純資本的損失の繰越と繰戻無しで計算した）におけ
る連結資本的利益純所得（同様のメンバーに適用する資本的利益と資本的
損失そしてゲインとロスを除外することによって再計算された課税年度の
連結資本的利益純所得）が(i)特別の個別申告制限年度前に終了する課税年
度に生じるその課税年度に繰越されることが出来る同様のメンバーに婦属
できる純資本的損失」35)
3. 資産の含み損益への会計的検討
第一に， 日本の商法や法人税法は合併において被合併会社から合併会社
への資産の持ち込みは時価以下主義であり，合併期日以降において資産の
含み損が顕現することにより他のキャピタルゲインとの通算による租税回
避を防止していた。ところが組織再編税制において適格合併においては簿
価引継ぎが認められたところからその含み損のある資産の持込が認められ
33) Regulation Sec. 1.1502-15 (aX2) 
34) Regulation Sec. 1.1502-1 Definition (f) (1) 
35) Regulation Sec. 1.1502-22(c) 
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ることになる。そこで適格合併等により移転を受けた特定引継資産の譲渡・
評価換え等による損失の額については特定資産に係る譲渡等損失の損金不
算入の規定（法人税法62の7) により．その含み損の利用による欠損金の
移転を防止している。
第二に，キャピタルゲインについては適格合併等に上記のような規定は
無く．これに対して組織再編成に係る行為又は計算の否認の規定（法人税
法132の2)で対1、もするが他方連結グループ加人前のf会社の資産の時価
評価などによっての含み益に対して課税しているが．これは会計的には未
実現であり問題が残る。
おわりに
繰越欠損金とSRLYとの関連については， H本では，連結グループに加
人前の繰越欠損金についてこれを全く認めていない。米国においては
Separate Return Limitation Year (以ドSRLYと呼ぶ）制度があって連結
グループに加人前の個別Iれ告時に生じた資本的損失や繰越欠損金について
は，連結課税所得で他の連結法人と相殺することは出来ないがその損失
法人の所得内で相殺できるという規定がある。この点でH本の企業には大
きな不満があるが， これは日本では連結グループ加人前の十会社の資産の
時価評価などによって対応しているが経済的個別主体概念よりも経済的単
一体概念の方が強いことをホしている。
（本稿は平成15年度文部科学省科学研究費補助金 基盤研究(C)(2)の研
究成果の一部である）
参考文献
Andrew J.DuBroff, Jerred G. Blanchard, Jr. John Broadhent Kevin A. Dudall "Federal 
Income Taxation of Corporations Filing Consolidated Returus" -section edition 
Ernst &c Y onug Lip 2001. 
George L. White, Esq Computation of Consolidated Tax Liability US. Income Series 
アメリカ連結納税制度における欠損金とSRLYの検討（大倉） (595) 65 
Corporate Returns and Computation of Tax Portfolio 756-Z'd Computation Tax 
Liability Tax Management Inc (1995-2002) 
The complete Internal Revenue Code Research Institute America, July 2000 
中田信正『法人税法における連結納税制度の課題』桃山学院大学総合研究所 2002 
